
 

様式１〔部長の仕事宣言〕 

 

企画政策部長の仕事宣言！ 

 

企画政策部長  石丸 健一 

 

１．リーディングプロジェクト実現のための部局の基本姿勢 

 きかく政策部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ リーディングプロジェクト１０の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画政策部は、総合計画やまち・ひと・しごと総合戦略及び重要施策を推進する「総合政策

課」及び課内室の「まち・ひと・しごと創生推進室」、都市計画関連業務に加え鳥栖駅周辺整

備に関する業務を担う「まちづくり推進課」及び本年４月に課内室として設置した「鳥栖駅周

辺整備推進室」、情報政策、広報及び統計等の業務を担う「情報政策課」の 3 課 2 室で構成さ

れています。 

 各部・課との連携・調整を図りながら、総合計画後期基本計画の着実な推進を図ります。 

 本年度は、新たに公共施設マネジメント及び新たな拠点整備の観点から、市庁舎整備基本計

画及び土地利用構想策定に取り組みます。 

 また、「鳥栖駅周辺まちづくり基本計画」を策定し、次の段階として、関係機関との調整を

図りながら「鳥栖駅周辺まちづくり基本設計」策定に取り組みます。計画的な土地利用を促進

するため、新たな取り組みとして、都市の将来像を明らかにする「都市計画マスタープラン」

の策定及び市街化調整区域での５０戸連たん制度の運用に向け課題整理・調整を行います。 

 更に、「第 2 次鳥栖市情報化推進計画」に基づき、ＩＣＴを利活用し、行政情報と市民生活

や地域における情報の共有化を図りながら、市民サービスの向上及び効率的・効果的な行政運

営を目指すとともに、市のイメージ・魅力アップを図るための広報事業の強化に努めます。 

●リープロ 10 の名称〔２ 九州の拠点、鳥栖の顔づくりプロジェクト〕 

 ①鳥栖駅周辺の利便性の向上を図ります 

（担当課：まちづくり推進課） 

 ②地域特性を活かした魅力ある拠点の形成を図ります 

（担当課：総合政策課） 

 ③情報化の推進を図ります 

（担当課：情報政策課） 

 ④地域間交流・広域連携の取組を進めます 

（担当課：総合政策課） 

●リープロ 10 の名称〔１０ 「これからも、選ばれつづける鳥栖シティ！」プロジェクト〕 

 ①基本目標１：鳥栖市における安定した雇用を創出する 

（担当課：商工振興課、農林課） 

 ②基本目標２：鳥栖市への新しい人の流れをつくる 

（担当課：商工振興課、建設課、農林課） 

 ③基本目標３：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

（担当課：こども育成課、健康増進課、商工振興課、市民協働推進課、維持管理課、学校教育課、文化芸術振興課） 

 ④基本目標４：時代に合ったまちをつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を 

連携する 

（担当課：まちづくり推進課、健康増進課、スポーツ振興課、維持管理課、市民協働推進課、総合政策課） 



 

３ リーディングプロジェクト 10 の行動目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●リープロ 10の名称〔２ 九州の拠点、鳥栖の顔づくりプロジェクト〕 

 

具体的取組名 

「鳥栖駅周辺の利便性の向上を図ります」、「地域特性を活かした魅力ある拠点の形成を図り

ます」、「情報化の推進を図ります」「地域間交流・広域連携の取組を進めます」 

 

  鳥栖市の地理的優位性を活かした九州の拠点としての取組が求められています。また、鳥

栖駅周辺の東西連携の強化や中心市街地の活性化が求められています。 

このようなことから、 

① 鳥栖駅周辺整備を推進します。 

② 新鳥栖駅前に立地する九州国際重粒子線がん治療センター等との連携を進めます。 

③ 第 2次情報化推進計画に基づき情報化の推進を図ります。 

④ 筑後川流域クロスロード協議会等の広域連携を進めます。 

 

 

○指標 

  項  目 平成 26 年度 目標（平成 32 年度） 

鳥栖駅利用者数 14,003 人/日（平成 25 年度） 14,500 人/日 

新鳥栖駅利用者数 2,470 人/日（平成 25 年度） 6,180 人/日 

情報化推進計画の進捗率 82％ 85％ 

広域連携事業数 10 事業 12 事業 

 

 

○平成２９年度に具体的に何をしていくのか 

① 「鳥栖駅周辺まちづくり基本計画」を策定し、関係機関との調整を図りながら「鳥栖駅

周辺まちづくり基本設計」策定に取り組みます。 

② 九州国際重粒子線がん治療センターの事業推進、ＰＲ、資金収集活動に取り組みます。 

③ 教育委員会で管理している小中学校のネットワークについて、庁内ネットワークと一元

的に管理し、セキュリティ面の強化を図ります。 

④ 筑後川流域クロスロード協議会等における連携事業の実施及び新たな事業を検討しま

す。 



 

３ リーディングプロジェクト 10 の行動目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●リープロ 10 の名称〔１０「これからも、選ばれつづける鳥栖シティ！」プロジェクト〕 

 

具体的取組名 

① 基本目標１：鳥栖市における安定した雇用を創出する（具体的な取組数：９） 

○創業の支援 ○新産業の集積 ○企業立地 ○循環型農林業 ○地産地消 

○農地流動及び担い手育成 ○多様な就業機会の確保 ○付加価値産業創出 

○農産物のブランド化 

② 基本目標２：鳥栖市への新しい人の流れをつくる（具体的な取組数：８） 

○多様な居住ニーズへの支援 ○空き家対策 ○魅力ある商店街づくり 

○観光イベントの充実 ○中心商店街の活性化 ○観光基盤の整備 ○観光客受入体制 

○都市と農村との交流 

③ 基本目標３：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる（具体的な取組数：７） 

○保育供給量の拡充 ○多様な就業機会の確保 ○男女共同参画の意識の醸成 

○公園・緑地の整備 ○多彩な文化事業の展開 ○母子の健康管理支援 

○特色ある学校づくり 

④ 基本目標４：時代に合ったまちをつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を 

連携する（具体的な取組数：９） 

○鳥栖駅周辺整備 ○スポーツ施設の整備・利用促進 ○小学校周辺交通安全対策 

○スポーツの推進 ○救急医療体制の充実 ○市民協働のまちづくり 

○地域の健康づくり ○地域の医療体制の構築 ○地域間交流・広域連携の推進 

 

○指標（「“鳥栖発”創生総合戦略」における主なＫＰＩ） 

  基本目標１：企業進出協定件数 2015 年 191 社 ⇒ 2020 年 200 社以上 

  基本目標２：25～39 歳人口の転入者数 

（2010～2013 年の平均を維持し、2020 年までに 8,400 人） 

   基本目標３：出生数 

（2010～2013 年の平均を維持し、2020 年までに 3,760 人） 

   基本目標４：市民満足度調査における「今後も鳥栖に住み続けたいと思いますか」 

    （満足派の割合 2014 年 78.9％ ⇒ 2020 年 85％） 

 

 

○平成２９年度に具体的に何をしていくのか 

 基本目標１： 

  ○地方創生推進交付金事業「ふるさと・しごと創生事業」を実施（テレワーク推進・地場

産業の活性化） ○国家戦略特区の指定に向けた取組み ○土地利用構想策定 

  ○都市計画マスタープラン策定に向けた取組 

 基本目標２： 

  ○空き家対策事業の構築 ○５０戸連たん制度の運用に向けた取組 

基本目標３： 

○保育所整備 ○教科「日本語」の取組 ○アウトリーチ事業の実施 

基本目標４： 

○鳥栖駅周辺まちづくり事業（基本計画・基本設計策定） ○サガン鳥栖支援 

○小学校周辺交通安全対策事業の実施  

 

 


